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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第143期

第１四半期連結
累計期間

第144期
第１四半期連結

累計期間
第143期

会計期間

自　平成26年
　　４月１日
至　平成26年
　　６月30日

自　平成27年
　　４月１日
至　平成27年
　　６月30日

自　平成26年
　　４月１日
至　平成27年
　　３月31日

売上高 (百万円) 7,654 7,256 30,284

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 122 △82 285

親会社株主に帰属する四半期（当期）
純利益又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) 67 △106 318

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 218 61 1,930

純資産額 (百万円) 13,402 15,165 15,114

総資産額 (百万円) 35,835 36,589 36,024

１株当たり四半期（当期）純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) 1.80 △2.87 8.53

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.3 39.3 39.8
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりま

せん。

３　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費の持ち直しや設備投資マインドの改善がみられたも

のの、景気の回復ペースは加速感を欠き緩慢な動きとなりました。

 また、海外の経済情勢に目を向けると、米国景気が個人消費を中心に緩やかに拡大する一方で、ギリシャのデ

フォルト懸念や中国の景気減速など不安材料も目立ちました。

このような環境のなか、当社グループにおきましては、研究と生産の一部機能を一体化させることで、新事業・

新製品開発に向けた技術力強化を図る体制を整えたほか、グループ全体で経費削減に取り組みました。

しかしながら、当社グループの主要顧客である住宅関連業界において、消費税増税後の回復の動きが鈍く苦戦を

強いられたことに加え、海外需要も弱含むなど輸出においても厳しい状況が続きました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、72億５千６百万円（前年同四半期比

5.2％減）となり、損益面では、営業損失１億９千４百万円（前年同四半期は３千５百万円の営業利益）、経常損失

８千２百万円（前年同四半期は１億２千２百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する四半期純損失１億６百万円

（前年同四半期は６千７百万円の親会社株主に帰属する四半期純利益）を計上する結果となりました。

 
セグメントの業績は、次のとおりであります。

化学製品セグメント

オレオケミカル製品は、合成樹脂向け脂肪酸の需要低迷などにより油脂製品の販売が前年を下回る一方、アル

コール製品では繊維油剤・洗剤原料向けの販売および輸出販売が比較的好調に推移したことに加え、円安による

輸入原材料価格上昇を受け販売価格是正を行ったため、全体としては販売数量、売上高ともに前年並みとなりま

した。

可塑剤は、住宅関連業界における人材不足により住宅着工件数が伸び悩んでいることに加えて、海外から安価

な競合品が流入したことにより大変厳しい販売環境を強いられました。更に、原油安の影響を受け製品価格が下

落したため、売上高は前年を下回る結果となりました。

機能性化学品は、自動車向けの油剤が堅調に推移したほか、新規開発品である医薬中間体や特殊油剤の販売を

開始しました。

樹脂原料製品は、電機関連業界および住宅関連業界での需要が回復せず、国内での販売が伸び悩みました。ま

た、輸出販売についても、円安の追い風を受け、一部製品では競合品販売先への代替品納入が実現したものの、

海外市況の低迷および製品価格下落の影響が大きく、全体としては、販売数量は増加したものの、売上高は前年

並みにとどまりました。

樹脂添加剤は、国内では顧客プラントでの大型定期修理により販売数量が低迷しましたが、輸出においては新

製品の販売が好調だったため、全体では前年を大きく上回る結果となりました。

以上の結果、化学製品セグメントの当第１四半期連結累計期間の売上高は66億１千５百万円（前年同四半期比

4.2％減）、セグメント損失は１億９千６百万円（前年同四半期は３千４百万円のセグメント利益）となりまし

た。
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その他セグメント

その他セグメントにおきましては、車両洗剤など販売を伸ばした製品もあるものの、商社部門における住宅関

連および自動車関連業界での需要低迷が大きく、売上高は前年を下回る結果となりました。

以上の結果、その他セグメントの当第１四半期連結累計期間の売上高は６億４千１百万円（前年同四半期比

14.1％減）、セグメント損失は０百万円（前年同四半期は１百万円のセグメント利益）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前期末比1.6％増、金額で５億６千４百万円増加し365億８千９百万円と

なりました。

流動資産につきましては、受取手形及び売掛金が減少したものの、現金及び預金が増加したことなどにより前期

末比2.4％増、金額で４億１千万円増加の174億３千１百万円となりました。固定資産につきましては、投資有価証

券の時価が上昇したことなどにより前期末比0.8％増、金額で１億５千４百万円増加の191億５千８百万円となりま

した。

流動負債につきましては、支払手形及び買掛金が増加したことなどにより前期末比1.6％増、金額で１億８千６百

万円増加の115億７千９百万円となりました。固定負債につきましては、長期借入金が増加したことなどにより前期

末比3.4％増、金額で３億２千７百万円増加の98億４千４百万円となりました。　

純資産につきましては、その他有価証券評価差額金が増加したことなどにより前期末比0.3％増、金額で５千万円

増加の151億６千５百万円となりました。

この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は39.3％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題

はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億８千８百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

 4/17



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,008,906 38,008,906
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 38,008,906 38,008,906 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年６月30日 ― 38,008,906 ― 5,660 ― 4,246
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

720,300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

37,234,100
372,341 ―

単元未満株式
普通株式

54,506
― ―

発行済株式総数 38,008,906 ― ―

総株主の議決権 ― 372,341 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式79株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
　新日本理化株式会社

京都市伏見区葭島
矢倉町13番地

720,300 ― 720,300 1.9

計 ― 720,300 ― 720,300 1.9
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)および第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,767 2,295

  受取手形及び売掛金 10,179 9,962

  商品及び製品 2,261 2,412

  仕掛品 1,731 1,393

  原材料及び貯蔵品 792 1,059

  その他 290 309

  貸倒引当金 △2 △2

  流動資産合計 17,020 17,431

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 3,454 3,454

   その他（純額） 5,688 5,542

   有形固定資産合計 9,142 8,996

  無形固定資産 43 41

  投資その他の資産   

   投資有価証券 9,254 9,531

   その他 565 596

   貸倒引当金 △1 △7

   投資その他の資産合計 9,818 10,119

  固定資産合計 19,004 19,158

 資産合計 36,024 36,589
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,367 4,925

  短期借入金 3,331 2,785

  1年内償還予定の社債 37 37

  1年内返済予定の長期借入金 2,310 2,418

  未払法人税等 34 27

  賞与引当金 193 64

  その他 1,118 1,321

  流動負債合計 11,393 11,579

 固定負債   

  社債 239 234

  長期借入金 5,455 5,692

  役員退職慰労引当金 41 42

  退職給付に係る負債 1,841 1,814

  その他 1,939 2,060

  固定負債合計 9,516 9,844

 負債合計 20,909 21,423

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,660 5,660

  資本剰余金 4,246 4,246

  利益剰余金 2,338 2,231

  自己株式 △170 △170

  株主資本合計 12,075 11,968

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,313 2,574

  為替換算調整勘定 △29 △127

  退職給付に係る調整累計額 △21 △22

  その他の包括利益累計額合計 2,262 2,424

 非支配株主持分 777 772

 純資産合計 15,114 15,165

負債純資産合計 36,024 36,589
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 7,654 7,256

売上原価 6,541 6,341

売上総利益 1,112 915

販売費及び一般管理費 1,077 1,110

営業利益又は営業損失（△） 35 △194

営業外収益   

 受取配当金 67 74

 為替差益 - 36

 負ののれん償却額 27 -

 持分法による投資利益 5 22

 その他 25 10

 営業外収益合計 126 143

営業外費用   

 支払利息 30 26

 その他 9 3

 営業外費用合計 39 30

経常利益又は経常損失（△） 122 △82

特別損失   

 固定資産除却損 3 2

 投資有価証券評価損 6 -

 特別損失合計 9 2

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

112 △84

法人税、住民税及び事業税 25 25

法人税等調整額 1 △8

法人税等合計 26 16

四半期純利益又は四半期純損失（△） 85 △101

非支配株主に帰属する四半期純利益 18 5

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

67 △106
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 85 △101

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 197 261

 為替換算調整勘定 2 0

 退職給付に係る調整額 7 △0

 持分法適用会社に対する持分相当額 △75 △98

 その他の包括利益合計 132 162

四半期包括利益 218 61

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 199 55

 非支配株主に係る四半期包括利益 18 6
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【注記事項】

　（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を

資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしま

した。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いた

します。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸

表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事

業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

(1) 保証債務

関係会社の仕入債務等に対する保証債務

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

 
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

NJC Europe Ltd. 17百万円  NJC Europe Ltd. 18百万円

NJC Malaysia Sdn.Bhd. 24 〃   NJC Malaysia Sdn.Bhd. ―　〃  
 

 

(2) 厚生年金基金の特例解散について

当社及び連結子会社１社が加入する複数事業主制度の日本界面活性剤工業厚生年金基金は、平成27年２月20

日開催の代議員会において特例解散の方針を決議いたしました。これにより、当該解散による損失が発生する

場合がありますが、当社グループに係る影響額は、現時点では不確定要素が多く合理的に算定することができ

ません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)および負ののれんの償却額は、次のとおりであ

ります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 233百万円 220百万円

負ののれんの償却額 △27　〃 ―　〃
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

　

１　配当金支払額

該当事項はありません。

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

　

１　配当金支払額

該当事項はありません。

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額(注)３化学製品

売上高      

  外部顧客への売上高 6,907 746 7,654 ― 7,654

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

504 59 564 △564 ―

計 7,412 806 8,218 △564 7,654

セグメント利益 34 1 35 △0 35
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、業務用洗剤、油剤の製造販売事

業、化学製品ほかの仕入販売事業および保険代理事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△０百万円は、セグメント間取引の消去であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額(注)３化学製品

売上高      

  外部顧客への売上高 6,615 641 7,256 ― 7,256

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

416 60 477 △477 ―

計 7,032 701 7,733 △477 7,256

セグメント損失（△） △196 △0 △197 2 △194
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、業務用洗剤、油剤の製造販売事

業、化学製品ほかの仕入販売事業および保険代理事業を含んでおります。

２ セグメント損失(△)の調整額２百万円は、セグメント間取引の消去であります。

３ セグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額（△）

1円80銭 △2円87銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社株主
に帰属する四半期純損失金額（△）(百万円)

67 △106

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(百万
円)

67 △106

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,288 37,288
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月12日

新日本理化株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　林　　　　　由　　佳　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　山　　本　　秀　　男　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日本理化株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本理化株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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